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Abstract 
To revitalize local regions, reducing various regulations is required. 
In 2002, special zones for structural reform were established and they have 
gradually produced the effects. I examine the present situation and the promise (as  
follows:). 
 
１．はじめに 
 日本は元来、官僚国家である。法律・規則などで守られた統制のとれた国家であるが、

冷戦後の自由化・国際化の波はこの様々な規制が逆に経済発展の足かせとなった。 
 「官から民へ」「国から地方へ」を slogan に挙げた小泉内閣は構造改革を加速させる

一つの突破口として「構造改革特区」制度を設けた。 
 2002 年 6 月の所謂「骨太の方針」に従い、7 月に構造改革特区推進本部が設置され、

同時に第一次提案募集が開始された。 
 さらに 12 月には特区法が制定され、翌 2003 年に日本各地で特区が動き始めた。 
 ここでは、特区を利用して地域活性化を図ろうとする地方の取組を紹介する。 
 
２．構造改革特区の仕組み 
自治体や民間事業者等の自発的な立案

に基づいて、特定の地域に限定して規制

の特例（緩和、撤廃等）を認め、その地

域の構造改革を進める制度である。 
 特区制度の目的は「教育、物流、研究

開発、農業、社会福祉その他の分野にお

ける経済社会の構造改革の推進をすると

ともに地域の活性化を図り、もって国民

生活の向上及び国民経済の発展に寄与す

る」（第１条）としている。 
 
 
 
 



３．話題性のある特区構想 
数多くある特区、又は特区構想の中から地域観光に関わるものを拾ってみる。 

▼東京都 casino 構想 
1999 年石原慎太郎知事が提唱 
賭博は刑法で禁止されている。 
年間 150 万人の入場者が見込め、波及効果は年間 740 億円・4,500 人の雇用

の創出が見込めるとしている。 
 

▼長野県・岩手県などのどぶろく特区 
農林地帯の特色ある農業生産や伝統文化の資源を生かした取り組みを助長

するため酒税法の緩和により、地域性のある酒類の製造を推進するもの。 
 
▼千葉県山武町 有機農業推進特区 

居酒屋 chain が「食の安全・安心」を求め、chain 店への供給を自前で直営

農場を作った。農地法では農家か農業生産法人でなければ農業が出来ないた

め、農業生産法人以外でも農地を貸し付けられる構造改革特区を思いついた。 
 
▼奈良県奈良市 景観維持特区 

古都奈良は日本の代表的観光地である。 
しかし裏通りは不動産・風俗・ヤミ金融などの看板や張り紙が多く、美観を

著しく損ねている。これを撤去することは「財産権が生じる可能性がある」

との理由で手が出せない状況であった。このため県はふるさと「なら」屋外

広告物美観風致維持特区と市が「屋外広告景観維持特区」を申請した。 
 
▼松山市 観て歩いて暮らせる交通特区 

道後温泉と小説「坊ちゃん」で知られる松山市で町の賑わいを取り戻す妙案

として自動車中心の交通体系を見直し、自転車と公共交通を主体にした都市

空間をつくる試みで自動車の流入を規制し、歩行者優先とすることを考えた。

しかし、道路交通法があり交通規制の変更は難しくこのため交通規制の緩和

変更を簡単にするため特区を申請した。 
 
４．隠岐の島・海士町の取組み 
 人口 2,500 人の離島の一つ海士町は町の生き残りをかけて様々な取組をし、今一つの

明かりが差してきたところである。 
 2002 年当選の山内道雄町長の指導のもとに町職員・住民・業者一体となった取組で

ある。 



海士町の経営方針 
～自立・挑戦・交流～ 

そして限りなき前進 
 
主な政策 

１．経費の削減 町長 50％cut 
助役・議員・教育委員 40％cut 
職員 30％cut 

２．CAS（Cells Alive System）技術による海産物の展開 
「地産地商」の考え 

３．建設業から畜産業へ 
脱公共事業で新しい産業を興し、農業特区の認定を受けることで可

能となった。「隠岐牛」としての brand。 
４．「交流」が町の活性化の源 

商品開発研修生の全国募集・受入 
Adventure Camp in 海士 

 
５．構造改革特区の評価と今後の展開 
 海士町の取組に見られるように、特区は地域の構造改革の取組の中の一つの手法であ

り、自治体が地域を巻き込んで改革を進めているところで成功していると云える。 
 特区では省庁が持っていた権限の一部を市町村が保証人になって引き取ることであ

り、今まで省庁に取り上げられなかった市町村と住民の idea が政府と direct に結びつ

いて規制改革が進む。Idea を考える自治体には、地方分権・行政改革につながる効果

が生まれ地域の活性化に結びついている。 
 これまでは国の標準 model に沿った施策を進めていればよかったのが、特区の導入

を契機として住民や企業 needs に対応した経済活性化や行政 service の向上に主体的に

取り組むこととなり自治体の政策能力の拡大、人材を育てる教材としても有意義である

と云える。 
 今後この特区の実践を通じ、全国展開することで規制緩和が進展するものと期待され

る。 


